
令和 8 年度　第１回　子ども・子育て会議 

 
１．日　時　令和８年８月７日（金）午後１時３０分から午後３時 
 
２．場　所　熊取ふれあいセンター　１階　健康づくり室 
 
３．案　件 
      （１）会長、副会長の選出について 

（２）熊取町こども計画にかかる令和７年度実績及び令和８年度施策方針について 
（３）部会の開催について 
（４）その他 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



令和８年度　第１回子ども・子育て会議資料

（注意）

　●本資料は、「熊取町こども計画」に関する令和７年度の実施状況を中心に取りまとめたものです。

　●表中　※印は、子ども・子育て支援法に基づく、「地域子ども・子育て支援事業」です。

　　　　　　◎印は、「こどもの貧困対策計画」にも位置付けられている事業です。

★印は、「子ども・若者計画」にも位置付けられている事業です。

　　　　令和８年８月

熊取町こども計画の実施状況等

資料１



１号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号 １号 ２号 ３号

３～５歳 ３～５歳 ０歳～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳～２歳 ３～５歳 ３～５歳 ０歳～２歳

教育のみ
保育の必
要性あり

保育の必
要性あり

教育のみ
保育の必
要性あり

保育の必
要性あり

教育のみ
保育の必
要性あり

保育の必
要性あり

教育のみ
保育の必
要性あり

保育の必
要性あり

教育のみ
保育の必
要性あり

保育の必
要性あり

教育のみ
保育の必
要性あり

保育の必
要性あり

教育のみ
保育の必
要性あり

保育の必
要性あり

教育のみ
保育の必
要性あり

保育の必
要性あり

418 710 405 421 703 403 391 709 413 372 705 408 355 704 418 329 684 414 311 677 410 301 775 522

430 672 441 395 667 436 391 708 459 355 724 431 345 740 433 293 739 417 261 748 439 231 740 426

認定こども園、幼稚
園、保育所
（教育・保育施設）

22 672 441 205 667 436 214 708 459 188 724 431 185 740 433 147 739 417 252 748 439 225 737 426

地域型保育事業 0 0 0 0 0 0

確認を受けない
幼稚園

408 190 177 171 160 146 9 6

認可外保育施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3 0

12 -38 36 -26 -36 33 0 -1 46 -17 19 23 -10 36 15 -36 55 3 -50 71 29 -70 -35 -96

計画の目標値等について

１．教育・保育の量の見込みとその実績

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

①量の見込み
（必要利用定員総数）

②実績

差（②－①）

（単位：人）

実
績
の
内
容

○１号認定：３－５歳　教育標準時間認定（幼稚園・認定こども園）
○２号認定：３ー５歳　保育認定（保育所・認定こども園）
○３号認定：０－２歳　保育認定（保育所・認定こども園）
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事業内容 区分 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

①量の見込み 1 1 1 1 1 1 1 1 

②実績 1 1 1 1 1 1 1 1 

差（②－①） 0 0 0 0 0 0 0 0 

①量の見込み 5,000 5,000 6,874 6,619 6,499 6,271 6,016 4,874 

②実績 6,598 5,162 2,565 2,983 3,896 4,926 5,037 4,589 

差（②－①） 1,598 162 -4,309 -3,636 -2,603 -1,345 -979 -285 

①量の見込み 4,409 4,351 4,920 4,814 4,684 4,543 4,354 2,500 

②実績 5,234 3,496 3,453 3,034 3,403 2,544 2,732 2,712 

差（②－①） 825 -855 -1,467 -1,780 -1,281 -1,999 -1,622 212 

①量の見込み 308 304 284 278 272 265 257 229 

②実績 250 293 225 212 261 231 181 239 

差（②－①） -58 -11 -59 -66 -11 -34 -76 10 

①量の見込み 300 300 61 62 64 66 69 110 

②実績 229 325 125 99 139 79 76 65 

差（②－①） -71 25 64 37 75 13 7 -45 

①量の見込み 17 17 23 23 23 23 23 7 

②実績 0 0 0 8 0 7 0 7 

差（②－①） -17 -17 -23 -15 -23 -16 -23 0 

①量の見込み 265 270 228 229 222 227 223 115 

②実績 56 198 321 283 116 116 74 42 

差（②－①） -209 -72 93 54 -106 -111 -149 -73 

①量の見込み 16,357 16,465 8,677 8,491 8,351 7,994 7,792 4,200 

②実績※ 12,369 5,094 5,993 5,633 5,135 4,999 5,639 4,788 

差（②－①） -3,988 -11,371 -2,684 -2,858 -3,216 -2,995 -2,153 588 

①量の見込み 606 606 540 527 523 507 494 24,849 

②実績 549 7,349 7,291 29,098 29,309 21,750 19,356 15,241 

差（②－①） -57 6,743 6,751 28,571 28,786 21,243 18,862 -9,608 

①量の見込み 194 194 426 416 413 400 389 973 

②実績 316 201 313 574 973 1,466 720 437 

差（②－①） 122 7 -113 158 560 1,066 331 -536 

①量の見込み 366 361 552 559 574 573 577 624 

②実績 599 572 395 646 555 620 599 582 

差（②－①） 233 211 -157 87 -19 47 22 -42 

①量の見込み 310 310 1,138 1,111 1,102 1,064 1,037 3,305 

②実績 0 0 1,048 1,989 1,889 3,135 4,455 3,589 

差（②－①） -310 -310 -90 878 787 2,071 3,418 284 

①量の見込み ― ―

②実績 939 1,220 

差（②－①） 939 1,220 

①量の見込み 538 538 598 645 667 720 710 716 

②実績 530 573 587 591 598 644 663 673 

差（②－①） -8 35 -11 -54 -69 -76 -47 -43 

①量の見込み 812 

②実績 873 

差（②－①） 61 

①量の見込み －

②実績 －

差（②－①） －

①量の見込み 50 

②実績 80 

差（②－①） 30 

２．地域子ども・子育て支援事業の量の見込みとその実績

事業名

※ 【実績値について】 ⑪以外 … 毎年、年度末時点　　⑪のみ … 毎年、5/1時点
※③妊婦健康診査について、Ｈ30までは受診券枚数を計上（補助券も別途カウント）してきたが、Ｒ元からは受診状況を分かりやすくするため、受診者延べ人数を計上。

①
利用者支援事業

（単位：か所）

子育て家庭が個々のニーズに合わせて、
特定教育・保育施設や地域子ども・子育
て支援事業等の中から必要な支援を選
択して利用できるように、情報提供や相
談・援助を行う。

②
地域子育て支援

拠点事業
（単位：人回）

就学前の児童やその保護者が交流でき
る場を提供するとともに、子育ての様々な
相談を受けたり、子育て情報を提供する
などの事業を行う。

③
妊婦健康診査

（単位：回）

妊婦に対する健康診査として、健康状態
の把握、検査計測、保健指導を実施する
とともに、妊娠期間中の適時に必要に応
じた医学的検査を実施する。

④
乳児家庭

全戸訪問事業
（単位：人）

生後4か月までの乳児のいる全ての家庭
を訪問し、子育てに関する様々な悩みを
聞き、子育て支援に関する情報提供や養
育環境等の把握や助言を行う。

⑤
養育支援
訪問事業
（単位：人）

養育支援が特に必要であると判断した家
庭に対し、保健師・助産師・保育士等がそ
の居宅を訪問し、養育に関する指導、助
言等を行い、その家庭の適切な養育の実
施を確保する。

⑥
子育て短期
支援事業

（単位：人日）

家庭での養育が一時的に困難となった家
庭の児童などを一定期間、養育及び保護
を行う。

⑦
子育て援助活動

支援事業
（単位：人日）

育児の援助を受けたい人と育児の援助を
行いたい人がファミリーサポートセンター
を通じて様々な育児の手助けを行う事業
を実施する。
（就学児のみ：未就学児は一時預かり事
業の下段に積算）

保護者の就労や疾病、通院のほか、保護
者のリフレッシュ及び冠婚葬祭等の際に
一時的に保育を行う。
（幼稚園在園児を対象とした一時預かり）

保護者の就労や疾病、通院のほか、保護
者のリフレッシュ及び冠婚葬祭等の際に
一時的に保育を行う。
（上記以外の保育所での一時預かり）

保護者の就労や疾病、通院のほか、保護
者のリフレッシュ及び冠婚葬祭等の際に
一時的に保育を行う。
（上記以外の未就学児のファミサポ）

⑨
延長保育事業

（単位：人）

保育所の開所時間（標準時間：午後6時）
の後ろ１時間以上において時間を延長し
て保育を実施する。

⑩
病児・病後児

保育事業
（単位：人日）

病気の症状安定期や病気回復期にあり、
集団保育等が困難で、かつ保護者が就
労等により児童を家庭で養育することが
できない期間、一時的に保育・看護を行
う。（上段：病児・病後児対応型）（下段：体
調不良児対応型）
※Ｒ1までは、第1期計画策定時のニーズ
調査において体調不良児対応型の量の
見込みを算出していないため“－”として
いる。
※Ｒ２から、第2期計画において病児・病
後児対応型と体調不良児対応型をまとめ
ている。

⑪
放課後児童

健全育成事業
（単位：人）

就労などの理由で保護者が昼間家庭に
いない児童に、放課後や学校休業中に安
心して生活する場所を提供し、心身の健
全な育成を図る。
※実績値は、毎年5/1時点の入所児童数とする。

⑫
妊婦等包括相談

支援事業
（単位：回）

妊婦等に対して面談等を行い、心身の状
況や置かれている環境等の把握を行うほ
か、母子保健及び子育てに関する情報の
提供や相談等の援助を行う。

⑬

乳児等通園支援
事業（こども誰で

も通園制度）
（単位：人）

保育所等に入所していない0歳6か月から
満3歳未満の乳幼児に適切な遊びと生活
の場を提供するとともに、乳幼児や保護
者の心身の状況及び養育環境を把握す
るための保護者との面談並びに保護者
への子育てについての情報提供、助言、
その他の援助を行う。

⑭
産後ケア事業
（単位：人日）

産後ケアを必要とする退院直後から1歳
までの母子に対して、心身のケアや育児
のサポート等のきめ細かい支援を行う。

⑧
一時預かり事業

（単位：人日）
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No 施策・事業名 事業概要 令和7年度の実績 主担課

7-1 民間保育所等副食費物価高
騰影響分補助事業

エネルギー・食糧品価格等の物価高騰
の影響をうけている民間保育所等に対
して物価高騰影響額を補助することによ
り、利用者に対して副食費の費用転嫁
あるいは給食内容の見直しを行わず、
より安定的な事業運営を図れるよう支
援。

■民間保育所に対し、副食費に係る物
価高騰影響相当額として児童１人あたり
月額1,200円を交付した。（7施設）
交付額の総額　7,784,400円

保育課

7-2 町立保育所給食費支援事業 エネルギー・食糧品価格等の物価高騰
の影響をうけている世帯を支援するた
め、町立保育所において提供する給食
費を保育料に転嫁せず、町が負担する
ことにより、子育て世帯の経済的な負担
を軽減する。

■町立保育所に通所する児童に対する
給食費の価格を引き上げることなく提供
した。
令和7年10月～令和8年3月の延べ児童
数（0歳児～5歳児（広域含む。））
中央保育所　837人
東保育所　662人
北保育所　660人

保育課

7-3 町立小中学校給食費物価高
騰影響分補助事業

エネルギー・食糧品価格等の物価高騰
の影響が大きい子育て世帯の支援及び
教育費の負担が増える小中学生の保
護者に対し、子育て支援の充実を図る
ため、影響を受ける子育て世帯の生活
を支援。

令和7年度の給食費に関する物価高騰
相当額を公費負担
■対象児童生徒数：小学校：2,231人
　　　　　　　　　　　　　中学校：1,052人
■給食費：1日当たり225～275円
■給食実施日数：(小)192日、(中)170日
■事業費：（小）42,362千円
（中）20,680千円
合計：63,042千円

学校教育課

7-4 町立小中学校給食費無償化
事業

エネルギー・食糧品価格等の物価高騰
の影響が大きい子育て世帯の支援及び
教育費の負担が増える小中学生の保
護者に対し、子育て支援の充実を図る
ため、影響を受ける子育て世帯の生活
を支援。

令和7年度
小学校：3学期から無償化を実施
中学校：１～３学期無償化実施
■対象児童生徒数：小学校：2,231人
　　　　　　　　　　　　　中学校：1,052人
■給食費：1日当たり225～275円
■給食実施日数：(小)45日、(中)167日
■事業費：（小）23,619千円
（中）48,369千円
合計：71,988千円

学校教育課

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（家庭・子ども支援に関連する事業分）実績等
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部会の開催について（案） 

 

（目的） 

　・「熊取町こども計画」の現状や進捗を確認し、住民として、町として、できることを出し合い、

こども・子育て支援、若者支援を協働で推進する手法について検討する。 

　・各部会の構成団体の現状や課題について共有する。（部会内のみでなく全体でも共有する。） 

　・こども・子育て支援、若者支援に関わる団体間の交流とネットワークづくり 

　・こども・子育て支援、若者支援に関わる職員の研修 

 

（参加者） 

・子ども・子育て会議委員（有志） 

・子ども・子育て委員の属する団体の構成員（昨年と同様に、各団体２名まで参加可） 

　・町内大学の学生（大阪体育大学、大阪観光大学、関西医療大学） 

　・役場関係課職員、役場若手職員　 

 

（開催方法） 

　・令和８年１０月～１２月にかけて、４部会、別々の日時で開催し、今年度は、所属部会以外

の部会への参加も可能とする。（８月下旬頃に、参加希望部会の確認を行う。） 

　・４部会で行われた議論の内容については、会議録にまとめ、令和９年２月～３月に、子ども・

子育て会議委員に郵送する。（同時期に、第２回子ども・子育て会議が開催される場合は、会

議で共有する。） 

 

（本日の作業） 

　・部会ごとに集まり、自己紹介 

　・部会ごとに部会長、副部会長を選出 

・部会テーマの決定 

・部会日時の決定 
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資料５

保育所・幼稚園部会

昨年度役職 所　　　属　　　等 氏　　　名

就学前児童の保護者（公募委員） 折笠　知佳

副部会長 町立保育所　代表 小西　玲子

部会長 熊取町民間保育園・こども園協議会 菊川　良夫

学校法人池浦学園　理事長 池浦　祐介

泉佐野泉南医師会 濵　武継

放課後児童健全育成部会

昨年度役職 所　　　属　　　等 氏　　　名

熊取町小・中学校ＰＴＡ連絡協議会 古谷　寛貴

熊取町小・中学校ＰＴＡ連絡協議会 松本　公子

熊取町校長会　代表 林　栄津子

副部会長 熊取町スポーツ少年団　本部長 北本　雅朗

部会長 NPO　熊取こどもとおとなのネットワーク　理事長 髙橋　淳 ※

子育て支援部会

昨年度役職 所　　　属　　　等 氏　　　名

NPO法人　くまとり子育ちWA・輪・和　理事長 谷山　美恵

部会長 特定非営利活動法人　地域支援センターくまとりロンド　理事長 大谷　悟

副部会長 NPO法人　ホームビジット・とんとん　理事長 坂本　百合

たんぽぽの会 曽根　貴子

熊取町民生委員児童委員協議会　主任児童委員長 棚村　千鶴

熊取文庫連絡協議会 川俣　えみ

NPO　熊取こどもとおとなのネットワーク　理事長 髙橋　淳 ※

地域・若者支援部会

昨年度役職 所　　　属　　　等 氏　　　名

自治会連合会　会長 松藤　忠直

部会長 若者（公募委員） 細尾　万尋

副部会長 熊取町人権協会　会長 勘六野　朗

熊取町社会福祉協議会　会長 坂上　欽也

熊取町青少年指導員連絡協議会　会長 梅田　康雄

大阪観光大学　理事長 山本　健慈

和歌山信愛大学  教育学部  子ども教育学科  教授 森下　順子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（案）

子ども・子育て会議　部会 名簿



                  

子ども・子育て会議規則 

 

（趣旨） 

第１条　この規則は、附属機関条例（平成２５年条例第１号）第２条の規定に基づき、子ど

も・子育て会議の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条　子ども・子育て会議は、次に掲げる事務を所掌する。 

（１）　子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支援法」という。）第

７２条第１項各号に規定する事務の処理に関すること。 

（２）　こども基本法（令和４年法律第７７号。以下「基本法」という。）第１０条第２

項に規定する市町村こども計画の策定及び変更等に関する事項を調査審議すること。 

（３）　前各号に掲げるもののほか、本町の子ども・子育て支援等（支援法第７条第１項

に規定する子ども・子育て支援及び基本法第２条第２項に規定するこども施策をいう。）

に関する重要事項その他町長が必要と認める事項を調査審議すること。 

（組織） 

第３条　子ども・子育て会議は、委員２５名以内で組織する。 

２　委員は、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱し、又は任命する。 

（１）　住民代表 

（２）　保育・教育・福祉関係者 

（３）　学識経験者 

（４）　前各号に掲げる者のほか、町長が特に必要があると認める者 

（任期） 

第４条　委員の任期は２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２　委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第５条　子ども・子育て会議に会長及び副会長を置く。 

２　会長は、委員の互選により選出し、副会長は会長が指名する。 

３　会長は、議事その他の会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 
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４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代

理する。 

（会議） 

第６条　子ども・子育て会議は、会長が必要に応じて招集し、会長が議長となる。 

２　子ども・子育て会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 

３　子ども・子育て会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決す

るところによる。 

（部会の設置） 

第７条　特別な事項を調査審議するため、会長が必要と認めるときは、子ども・子育て会議

に部会を置くことができる。 

２　部会は、子ども・子育て会議の委員の中から、会長が指名する委員で組織する。 

３　前２条の規定は、部会について準用する。この場合において、「子ども・子育て会議」

とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会長」と、「副会長」となるのは「副部

会長」と読み替えるものとする。 

４　部会長は、部会における審議の状況及び結果を子ども・子育て会議に報告しなければな

らない。 

（意見の聴取等） 

第８条　会長は、必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聴くことができ

る。 

（庶務） 

第９条　子ども・子育て会議の庶務は、子育て支援主管課において行う。 

（委任） 

第10条　この規則に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は、会

長が子ども・子育て会議に諮って定める。 

附　則 

（施行期日） 

１　この規則は、平成２５年１０月１日から施行する。 

（次世代育成支援対策協議会規則の廃止） 

２　次世代育成支援対策協議会規則（平成２５年規則第２０号）は、廃止する。 

附　則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。
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組織ならびに業務分担の一部変更について 

 R7 R8.4 月より

 子育て支援課 

 子育て支援グループ 

 母子保健グループ 

すこやか推進グループ 

 

 

 

 

 

こども育成課（課名変更） 

 子育て支援グループ 

 母子保健グループ 

すこやか推進グループ 

こども施策グループ（新設） 

こども計画、子ども・子育て会議などを移管 

 

  児童手当、ひとり親家庭と子ども医療費の助成、 

障がい児通所支援の事務などを移管し、集約

 生活福祉課

 保険年金課

 障がい福祉課
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令和 ８年 ９月 ４日 
子ども・子育て会議委員　各位 
 

健康福祉部保育課長 
健康福祉部こども育成課長 

 
【お詫びと訂正】令和８年度第１回子ども・子育て会議　 配付資料の訂正について 
 
平素は、本町の行政運営にご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 
さて、令和８年８月７日に開催いたしました令和８年度第１回子ども・子育て会議におい

て配付いたしました資料につきまして、記載内容に誤りがございました。 
深くお詫び申し上げますとともに、以下のとおり訂正させていただきます。 
今後このようなことがないよう、資料作成時の確認を徹底してまいります。 
　 

記 
1. 対象資料 
子ども・子育て会議資料　資料１－３　P.20　（5-3-129）放課後児童健全育成事業（学童
保育事業）の令和７年度の実績、次年度以降の方向性 
2. 訂正内容 

 誤 正

 令和７年度の実績 令和７年度の実績

 ■受入児童数（月平均）：643 人 

■待機児童数 

　　年間通じて　０人 

■令和４年度から向こう５年間の運営を引き続き指定

管理者制度により実施。 

■令和 6 年度の実施業務および施設管理状況につい

てモニタリングを行った。 

■モニタリングの結果をもとに改善指示を行なった。 

■第三者評価の実施

■受入児童数（月平均）：643 人 

■待機児童数 

　　４月:０人、５月:７人、６月:４人、７月:４人、８月:４

人、９月:１人、１０月～３月:０人 

　　町と NPO の協議により 5 月以降はすでに 45 人以

上受入れているクラブを除き、受入れ人数を施設の

許容人数にかかわらず１クラブ最大 44 人まで（すでに

45 人以上を受入れているクラブでは新規受入れを停

止）としたこともあり、一定期間待機児童が発生した。 

■令和４年度から向こう５年間の運営を引き続き指定

管理者制度により実施。 

■令和6 年度の実施業務および施設管理状況につい

てモニタリングを行った。 

■モニタリングの結果をもとに改善指示を行なった。 

■第三者評価の実施



2 

 
 誤 正

 次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

 ■指定管理者による学童保育運営について適宜、指

導・助言を行う。 

■引続き業務の適切な実施および育成支援の質の

向上を測るため、事業年度終了後のモニタリングを実

施する。 

■人員確保対策について、引き続き国・府への要望

を行うとともに、今後の事業運営のあり方も含めて、

指定管理者と町とで多角的に検討する。

■指定管理者による学童保育運営について適宜、指

導・助言を行う。 

■引続き業務の適切な実施および育成支援の質の

向上を測るため、事業年度終了後のモニタリングを実

施する。 

■人員確保対策について、引き続き国・府への要望

を行うとともに、今後の事業運営のあり方も含めて、

指定管理者と町とで多角的に検討する。 

■令和９年度以降の指定管理者の募集について、中

央小学校区、南小学校区、北小学校区は、NPO 熊取

こどもとおとなのネットワークによる随意選定とし、西

小学校区、東小学校区は新たな事業者を公募する。


